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北広島市地域防災計画(一般災害対策編)新旧対照表 

頁 修   正   前 修   正   後 理   由 

 

 

 

 

 

１４ 

 

 

 

 

１５ 

第３章 防災組織 

第１節 組織計画 

第１ 防災会議 

（略） 

第２ 災害対策本部 

市長は、市の区域内における災害時、必要があると認めるときは、基本法第 23 条の

２及び北広島市災害対策本部条例（昭和 37 年広島村条例第 21 号）に基づき本部を設

置し、災害予防及び災害応急対策を実施する。 

 

（略） 

 

３ 災害対策本部の設置基準等 

（１）災害対策本部の設置基準 

市長は次のいずれかに該当する場合に本部を設置する。 

 

 

ア 震度５弱以上の地震が発生したとき。 

イ 本市に、気象業務法（昭和 27 年法律第 165 号）に基づく特別警報が発表さ

れたとき。 

（略） 

 

８ 災害対策本部を設置しない場合の準用 

（１）市長は、本部設置に至らない程度の災害が発生し、又は発生するおそれのあ

る場合で情報の収集及び今後の対応について協議することがあると認めるとき

は、災害対策連絡会議（以下「連絡会議」という。）を設置し、必要な災害対策

を実施する。 

 

第３章 防災組織 

第１節 組織計画 

第１ 防災会議 

（略） 

第２ 災害対策本部 

市長は、市の区域内における災害時又は災害が発生するおそれがある場合において、

必要があると認めるときは、基本法第 23 条の２及び北広島市災害対策本部条例（昭和

37 年広島村条例第 21 号）に基づき本部を設置し、災害予防及び災害応急対策を実施

する。 

（略） 

 

３ 災害対策本部の設置基準等 

（１）災害対策本部の設置基準 

本部は、基本法第 23 条の２の規定により、災害・事故が発生し、又は災害が

発生するおそれがある場合において、次のいずれかに該当する場合に設置す

る。 

ア 震度５弱以上の地震が発生した場合で、特に市長が必要と認めるとき。 

イ 本市に、気象業務法（昭和 27 年法律第 165 号）に基づく特別警報が発表さ

れた場合で、特に市長が必要と認めるとき。 

（略） 

 

８ 災害警戒本部による災害対策 

（１）災害警戒本部の設置基準 

市長は、次に掲げる場合で、情報の収集及び今後の対応について協議する必

要があると認めるときは、災害警戒本部を設置し、必要な災害対策を実施する。 

ア 震度４以上の地震が発生した場合 

イ 気象業務法に基づく警報が発表され、災害の発生が予想される場合 

ウ その他市長が必要と認める場合 

 

 

 

 

 

 

災害発生のおそれがある段階で災

対本部の設置が可能となったこと

による修正（北広島市） 

 

 

基本法の改正により、災害が発生

するおそれがある場合においても

災害対策本部の設置が可能となっ

たため。（北広島市） 

 

本部設置の必要性の判断について

新たに規定（北広島市） 

 

 

 

災害対策連絡会議の名称を、より

任務を体現する名称に変更（北広

島市） 

 

警戒本部の設置基準を明確化（北

広島市） 



2 

 

北広島市地域防災計画（一般災害対策編）新旧対照表 

頁 修   正   前 修   正   後 理   由 

１６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１８ 

 

（２）前項の規定により連絡会議が設置された場合は、関係する部長等は、本部が

設置された場合に準じて災害対策を実施する。 

 

（３）連絡会議の構成は、副市長、総務部長、企画財政部長、建設部長、消防長、

水道部長その他副市長が指名する職員とする。 

 

 

（４）連絡会議は、災害発生の危険が解消したとき、又は本部が設置されたとき

は、解散する。 

 

 

(略) 

第３ 警戒・非常配備体制 

（略） 

２ 警戒・非常配備体制の活動要領 

（略） 

（２）動員の配備、伝達系統及び伝達方法 

ア 勤務時間内の伝達系統及び伝達方法 

（略） 

（ウ）伝達は、口頭、電話及び庁内放送等による。 

イ 勤務時間外の伝達系統及び伝達方法 

（略） 

（エ）伝達は電話等による。 

（略） 

（２）災害警戒本部の所掌 

前項の規定により災害警戒本部が設置された場合は、関係する部長等は、本

部が設置された場合に準じて災害対策を実施する。 

（３）災害警戒本部の構成等 

災害警戒本部の構成は、副市長、防災危機管理室長、総務部長、企画財政部

長、市民環境部長、保健福祉部長、子育て支援部長、建設部長、消防長、水道

部長、教育部長その他副市長が指名する職員とする。各部の細部編成について

は、各部長がその都度示す。 

（４）災害警戒本部の廃止 

災害警戒本部は、災害発生の危険が解消したと認めるとき災害対策がおお

むね完了したと認めるとき、又は３項(1)の規定により本部を設置したときに

廃止する。 

(略) 

第３ 警戒・非常配備体制 

（略） 

２ 警戒・非常配備体制の活動要領 

（略） 

（２）動員の配備、伝達系統及び伝達方法 

ア 勤務時間内の伝達系統及び伝達方法 

（略） 

（ウ）伝達は、Logo チャット、口頭、電話及び庁内放送等による。 

イ 勤務時間外の伝達系統及び伝達方法 

（略） 

（エ）伝達は、Logo チャット及び電話等による。 

（略） 

 

名称変更（北広島市） 

 

災害対策本部を設置しない状況に

おける対応を万全とするため、対

応組織を具体化（北広島市） 

 

 

災害警戒本部廃止の条件について

明示(北広島市) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Logo チャットの活用について付

記（北広島市） 
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北広島市地域防災計画（一般災害対策編）新旧対照表 

頁 修   正   前 修   正   後 理   由 

２２ 

 

 

 

 

 

 

２４ 

第２節 気象業務に関する計画 

第１ 気象業務組織        （略） 

第２ 気象等に関する特別警報・警報・注意報、土砂災害警戒情報、指定河川洪水

予報及び火災気象通報 

（略） 

１ 気象等に関する特別警報・警報・注意報 

（略） 

２ キキクル（大雨警報・洪水警報等を補足する情報（危険度分布）） 

気象庁は、注意報、警報、特別警報を補足する情報として、土砂キキクル（大

雨警報（土砂災害）の危険度分布）、浸水キキクル（大雨警報（浸水害）の危険度

分布）、洪水キキクル（洪水警報の危険度分布）を発表する。これらの概要は次の

とおりである。 

種 類 概  要 

土砂キキクル

(大雨警報(土砂

災害)の危険度

分布)※ 

大雨による土砂災害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で

1km 四方の領域ごとに 5 段階に色分けして示す情報。2 時間先

までの雨量分布及び土壌雨量指数の予測を用いて常時 10 分ご

とに更新しており、大雨警報(土砂災害)や土砂災害警戒情報等

が発表されたときに、危険度が高まっている場所を面的に確認

することができる。 

 

 

・「非常に危険」（うす紫）：危険な場所からの避難が必要とされ

る警戒レベル４に相当 

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされ

る警戒レベル３に相当 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確認等、

避難に備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル

２に相当 

浸水キキクル

(大雨警報(浸水

害)の危険度分

布) 

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測を、地図

上で 1km 四方の領域ごとに 5 段階に色分けして示す情報。１時

間先までの表面雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに更新

しており、大雨警報（浸水害）等が発表されたときに、危険度

の高まっている場所を面的に確認することができる。 
 

第２節 気象業務に関する計画 

第１ 気象業務組織        （略） 

第２ 気象等に関する特別警報・警報・注意報、土砂災害警戒情報、指定河川洪水

予報及び火災気象通報 

（略） 

１ 気象等に関する特別警報・警報・注意報 

（略） 

２ キキクル（大雨警報・洪水警報等を補足する情報（危険度分布））等 

気象庁は、注意報、警報、特別警報を補足する情報として、土砂キキクル（大

雨警報（土砂災害）の危険度分布）、浸水キキクル（大雨警報（浸水害）の危険度

分布）、洪水キキクル（洪水警報の危険度分布）を発表する。キキクル等の概要は

次のとおりである。 

種 類 概  要 

土砂キキクル

(大雨警報(土砂

災害)の危険度

分布)※ 

大雨による土砂災害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で

1km 四方の領域ごとに 5 段階に色分けして示す情報。2 時間先

までの雨量分布及び土壌雨量指数の予測を用いて常時 10 分ご

とに更新しており、大雨警報(土砂災害)や土砂災害警戒情報等

が発表されたときに、危険度が高まっている場所を面的に確認

することができる。 

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに安全確保が必要とさ

れる警戒レベル５に相当 

・「危険」（紫）：危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベ

ル４に相当 

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされ

る警戒レベル３に相当 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確認等、

避難に備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル

２に相当 

浸水キキクル

(大雨警報(浸水

害)の危険度分

布) 

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測を、地図

上で 1km 四方の領域ごとに 5 段階に色分けして示す情報。１時

間先までの表面雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに更新

しており、大雨警報（浸水害）等が発表されたときに、危険度

の高まっている場所を面的に確認することができる。 

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに安全確保が必要とさ

れる警戒レベル５に相当 
 

 

 

 

 

 

 

 

キキクルの「うす紫」と「濃い紫」

の「紫」への統合、「黒」の新設に

伴い、「非常に危険」の項を削除し、

「災害切迫」、「危険」の項を追加 

（札幌管区気象台） 
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北広島市地域防災計画（一般災害対策編）新旧対照表 

頁 修   正   前 修   正   後 理   由 

２４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２５ 

 

洪水キキクル

(洪水警報の危

険度分布) 

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川

及びその他河川）の洪水害発生の危険度の高まりの予測を、地

図上で河川流路を概ね 1km ごとに 5 段階に色分けして示す情

報。3 時間先までの流域雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごと

に更新しており、洪水警報等が発表されたときに、危険度が高

まっている場所を面的に確認することができる。 

 

 

・「非常に危険」（うす紫）：危険な場所からの避難が必要とされ

る警戒レベル４に相当 

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされ

る警戒レベル３に相当 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確認等、

避難に備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル

２に相当 

※「極めて危険」（濃い紫）：警戒レベル５緊急安全確保の発令対象区域の絞り込みに活用 

 

 

 

 

 

 

（略） 

５ 指定河川洪水予報（水防法第 10 条第２項） 

（略） 

（１）洪水予報河川及び相当 

（略） 

 

 

洪水キキクル

(洪水警報の危

険度分布) 

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川

及びその他河川）の洪水害発生の危険度の高まりの予測を、地

図上で河川流路を概ね 1km ごとに 5 段階に色分けして示す情

報。3 時間先までの流域雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごと

に更新しており、洪水警報等が発表されたときに、危険度が高

まっている場所を面的に確認することができる。 

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに安全確保が必要とさ

れる警戒レベル５に相当 

・「危険」（紫）：危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベ

ル４に相当 

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされ

る警戒レベル３に相当 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確認等、

避難に備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル

２に相当 

流域雨量指数

の予測値 

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川

及びその他河川）の、上流域での降雨による、下流の対象地点

の洪水危険度の高まり予測を、洪水警報等の基準への到達状況

に応じて危険度を色分けした時系列で示す情報。６時間先まで

の雨量分布の予測（洪水短時間予報等）を用いて常時１０分ご

とに更新している。 

（削除） 

（略） 

５ 指定河川洪水予報（水防法第 10 条第２項） 

（略） 

（１）洪水予報河川及び相当 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浸水害を対象とした避難情報の判

断に有効な「流域雨量指数の予測

値」に関する記載を追加（札幌管

区気象台） 
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北広島市地域防災計画（一般災害対策編）新旧対照表 

頁 修   正   前 修   正   後 理   由 

２６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３０ 

 

（２）洪水予報の種類及び発表基準 

種 類 標 題 概 要 

洪水警報 

氾濫発生情報 （略） 

氾濫危険情報 

基準地点の水位が氾濫危険水位に達したとき、氾

濫危険水位以上の状態が継続しているときに発表さ

れる。 

いつ氾濫が発生してもおかしくない状況。避難等

の氾濫発生に対する対応を求める段階であり、避難

指示の発令の判断の参考とする。 

危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル

４に相当 

氾濫警戒情報 （略） 

洪水注意報 氾濫注意情報 （略） 

 

（略） 

９ 気象情報 

（略） 

（１）情報の種類 

ア 早期注意情報（警報級の可能性） 

（略） 

エ 記録的短時間大雨情報 

大雨警報発表中の二次細分区域において、キキクル（危険度分布）の「非

常に危険」（うす紫）が出現し、かつ数年に一度程度しか発生しないような猛

烈な１時間降水量が観測（地上の雨量計による観測）又は解析（気象レーダ

ーと地上の雨量計を組み合わせた分析）されたときに、気象庁から発表され

る。 

この情報が発表されたときは、土砂災害及び低地の浸水、中小河川の増

水・氾濫による災害発生につながるような猛烈な雨が降っている状況であ

り、実際に災害発生の危険度が高まっている場所については、キキクル（危

険度分布）で確認する必要がある。 

（略） 

オ 竜巻注意情報 

（略） 

情報の有効期間は、発表から１時間である。 

（略） 

（２）洪水予報の種類及び発表基準 

種 類 標 題 概 要 

洪水警報 

氾濫発生情報 （略） 

氾濫危険情報 

基準地点の水位が氾濫危険水位に達したとき、氾

濫危険水位以上の状態が継続しているとき、急激な

水位上昇によりまもなく氾濫危険水位を超え、さら

に水位の上昇が見込まれるときに発表される。 

いつ氾濫が発生してもおかしくない状況。避難等

の氾濫発生に対する対応を求める段階であり、避難

指示の発令の判断の参考とする。 

危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル

４に相当 

氾濫警戒情報 （略） 

洪水注意報 氾濫注意情報 （略） 

（略） 

９ 気象情報 

（略） 

（１）情報の種類 

ア 早期注意情報（警報級の可能性） 

（略） 

エ 記録的短時間大雨情報 

大雨警報発表中に数年に一度程度しか発生しないような雨（１時間降水

量）が観測（地上の雨量計による観測）又は解析（気象レーダーと地上の雨

量計を組み合わせた分析）され、かつ、キキクル（危険度分布）の「危険」

（紫）が出現している場合に、気象庁から発表される。 

 

この情報が発表されたときは、土砂災害及び低地の浸水、中小河川の増

水・氾濫による災害発生につながるような猛烈な雨が降っている状況であ

り、実際に災害発生の危険度が高まっている場所については、キキクル（危

険度分布）で確認する必要がある。 

（略） 

オ 竜巻注意情報 

（略） 

情報の有効期間は、発表から概ね１時間である。 

（略） 

 

氾濫危険情報の運用変更に伴う修

正（札幌管区気象台） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象庁が推奨する記録的短時間大

雨情報の標準的な説明文への修正 

（札幌管区気象台） 

 

 

 

 

 

 

 

 

竜巻注意情報の実際の運用に即し

て「概ね」の文言を追記 

（札幌管区気象台） 
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北広島市地域防災計画（一般災害対策編）新旧対照表 

頁 修   正   前 修   正   後 理   由 

３２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 災害予防計画 

 

災害対策の目標は、災害の発生又は拡大を未然に防止することであり、災害予防は、

あらゆる防災の基礎をなすものである。市は、まちの災害特性に配慮した土地利用の

誘導、開発抑制、移転の促進や避難に必要な施設の整備に加え、自然環境の機能を活

用すること等により地域のレジリエンスを高める「Eco-DRR（生態系を活用した防災

減災）」及び「グリーンインフラ」の取組の推進など、総合的な防災・減災対策を講じ

ることにより、災害に強いまちの形成を図る。 

災害予防責任者は、それぞれの組織を通じて相互に協力し、災害の発生又は拡大の

未然防止のため必要とする施策を誠実に実施し、災害発生原因の除去及び施設の改善

に努めるとともに、科学的知見及び過去の災害から得られた教訓を踏まえて絶えず改

善を図っていく。 

特に、災害時においては状況が刻々と変化していくことと、詳細な情報を伝達する

いとまがないことから、情報の発信側が意図していることが伝わらない事態が発生し

やすくなる。このようなことを未然に防ぐ観点から、関係機関は、防災対策の検討等

を通じて、お互いに平時から災害時の対応についてコミュニケーションをとっておく

こと等により、「顔の見える関係」を構築し信頼感を醸成するよう努めるとともに、訓

練・研修等を通じて、構築した関係を持続的なものにするよう努める。 

 

 

 

 

また、円滑な災害応急対策及び災害復旧に資するよう、物資供給等の事業者と協定

を締結しておくなど協力体制を構築するとともに、老朽化した社会資本について、そ

の適切な維持管理に努める。 

第４章 災害予防計画 

 

災害対策の目標は、災害の発生又は拡大を未然に防止することであり、災害予防は、

あらゆる防災の基礎をなすものである。市は、まちの災害特性に配慮した土地利用の

誘導、開発抑制、移転の促進や避難に必要な施設の整備に加え、自然環境の機能を活

用すること等により地域のレジリエンスを高める「Eco-DRR（生態系を活用した防災

減災）」及び「グリーンインフラ」の取組の推進など、総合的な防災・減災対策を講じ

ることにより、災害に強いまちの形成を図る。 

災害予防責任者は、それぞれの組織を通じて相互に協力し、災害の発生又は拡大の

未然防止のため必要とする施策を誠実に実施し、災害発生原因の除去及び施設の改善

に努めるとともに、科学的知見及び過去の災害から得られた教訓を踏まえて絶えず改

善を図っていく。 

特に、災害時においては状況が刻々と変化していくことと、詳細な情報を伝達する

いとまがないことから、情報の発信側が意図していることが伝わらない事態が発生し

やすくなる。このようなことを未然に防ぐ観点から、関係機関は、防災対策の検討等

を通じて、お互いに平時から災害時の対応についてコミュニケーションをとっておく

こと等により、「顔の見える関係」を構築し信頼感を醸成するよう努めるとともに、訓

練・研修等を通じて、構築した関係を持続的なものにするよう努める。 

また、他の関係機関と連携の上、災害時に発生する状況を予め想定し、各機関が実

施する災害対応を時系列で整理した防災行動計画（タイムライン）を作成するよう努

めるとともに、災害対応の検証を踏まえ、必要に応じて同計画の見直しを行うととも

に、平時から訓練や研修等を実施し、同計画の効果的な運用に努める。 

加えて、円滑な災害応急対策及び災害復旧に資するよう、物資供給等の事業者と協

定を締結しておくなど協力体制を構築するとともに、老朽化した社会資本について、

その適切な維持管理に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害基本計画の修正を踏まえた修

正（北海道地域防災計画に整合） 

 

 

 

 

 

 

３３ 

 

第 1節 防災思想・知識の普及・啓発及び防災教育の推進に関する計画 

（略） 

第１ 実施責任者 

１ 防災関係機関全般 

（略） 

２ 北広島市 

（略） 

（３）過去に起こった大災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、大

災害に関する検証結果や調査分析結果等の各種資料を広く収集・整理し、適切

に保存するとともに、広く市民が閲覧できるよう地図情報その他の方法により

公開に努める。 

第 1節 防災思想・知識の普及・啓発及び防災教育の推進に関する計画 

（略） 

第１ 実施責任者 

１ 防災関係機関全般 

（略） 

２ 北広島市 

（略） 

（３）過去に起こった大規模災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、

大規模災害に関する検証結果や調査分析結果等の各種資料を広く収集・整理し、

適切に保存するとともに、広く市民が閲覧できるよう地図情報その他の方法に

より公開に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画の修正を踏まえた修

正（国土地理院北海道地方測量部） 
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北広島市地域防災計画（一般災害対策編）新旧対照表 

頁 修   正   前 修   正   後 理   由 

３３  

 

（略） 

 

第２ 配慮すべき事項 

（略） 

４ 地域の防災力を高めていくため、一般住民向けの専門的・体系的な防災教育訓

練の提供、学校における防災教育の充実、防災に関する教材（副読本）の充実を

図る。特に、水害・土砂災害のリスクがある学校においては、避難訓練と合わせ

た防災教育の実施に努める。 

 

 

（略） 

また、国土地理院と連携して、自然災害伝承碑（災害に関する石碑やモ

ニュメント等）の持つ意味を正しく後世に伝えていくよう努める。 

（略） 

 

第２ 配慮すべき事項 

（略） 

４ 地域の防災力を高めていくため、一般住民向けの専門的・体系的な防災教育訓

練の提供、学校における防災教育の充実、防災に関する教材（副読本）の充実を

図る。特に、水害・土砂災害のリスクがある学校においては、避難訓練と合わせ

た防災教育の実施に努める。 

また、学校における消防団員等が参画した体験的・実践的な防災教育の推進に

も努める。 

（略） 

防災基本計画の修正を踏まえた修

正（国土地理院北海道地方測量部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画の修正を踏まえた修

正（北海道地域防災計画に整合） 

３９ 

 

４０ 

 

第４節 相互応援(受援)体制整備計画 

（略） 

第３ 災害時におけるボランティア活動の環境整備 

（略） 

３ 市は、行政・ＮＰＯ・ボランティア等の三者で連携し、平常時の登録、研修制

度、災害時における防災ボランティア活動の受入れや調整を行う体制、防災ボラ

ンティア活動の拠点の確保、活動上の安全確保、被災者ニーズ等の情報提供方策

等について意見交換を行う情報共有会議の整備・強化を、研修や訓練を通じて推

進する。 

（略） 

第４節 相互応援(受援)体制整備計画 

（略） 

第３ 災害時におけるボランティア活動の環境整備 

（略） 

３ 市は、行政・ＮＰＯ・ボランティア等の三者で連携し、平常時の登録、ボラン

ティア活動や避難所運営等に関する研修制度、災害時における防災ボランティア

活動の受入れや調整を行う体制、防災ボランティア活動の拠点の確保、活動上の

安全確保、被災者ニーズ等の情報提供方策等について意見交換を行う情報共有会

議の整備・強化を、研修や訓練を通じて推進する。 

（略） 

 

 

 

 

防災基本計画の修正を踏まえた修

正（北海道地域防災計画に整合） 

４４ 第６節 避難体制整備計画 

（略） 

第１ 避難誘導体制の構築 

（略） 

４ 大規模広域災害時に円滑な広域避難及び広域一時滞在が可能となるよう、他の

地方公共団体との広域一時滞在に係る応援協定や、広域避難における居住者等及

び広域一時滞在における被災住民（以下「広域避難者」という。）の運送に関する

運送事業者等との協定を締結するなど、災害時の具体的な避難・受入方法を含め

た手順等を定めるよう努める。 

 

（略） 

第６節 避難体制整備計画 

（略） 

第１ 避難誘導体制の構築 

（略） 

４ 大規模広域災害時に円滑な広域避難及び広域一時滞在が可能となるよう、他の

地方公共団体との広域一時滞在に係る応援協定や、広域避難における居住者等及

び広域一時滞在における被災住民（以下「広域避難者」という。）の運送に関する

運送事業者等との協定を締結するなど、災害時の具体的な避難・受入方法を含め

た手順等を定めるとともに、関係機関と連携して、実践型の防災訓練を実施する

よう努める。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画の修正を踏まえた修

正（北海道地域防災計画に整合） 
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北広島市地域防災計画（一般災害対策編）新旧対照表 

頁 修   正   前 修   正   後 理   由 

４５ 

 

４６ 

 

第３ 指定避難所の確保等 

（略） 

４ 市は、指定避難所の指定にあたっては、次の事項について努める。 

（１）指定避難所を指定する際にあわせて広域一時滞在の用にも供することについ

て定めるなど、他の市町村からの被災住民を受け入れることができる施設等を

あらかじめ決定しておく。 

（２）老人福祉施設、障害者支援施設等の施設、保健センター等の施設や指定一般

避難所内のスペースを活用し、一般の避難スペースでは生活することが困難な

障がい者等の要配慮者が、指定避難所での生活において特別な配慮が受けられ

るなど、要配慮者の状態に応じて安心して生活できる体制を整備した福祉避難

所を指定する。 

 

 

（略） 

第３ 指定避難所の確保等 

（略） 

４ 市は、指定避難所の指定にあたっては、次の事項について努める。 

（１）指定避難所を指定する際にあわせて広域一時滞在の用にも供することについ

て定めるなど、他の市町村からの被災住民を受け入れることができる施設等を

あらかじめ決定しておく。 

（２）老人福祉施設、障害者支援施設等の施設、保健センター等の施設や指定一般

避難所内のスペースを活用し、一般の避難スペースでは生活することが困難な

障がい者、医療的ケアを必要とする者等の要配慮者が、指定避難所での生活に

おいて特別な配慮が受けられるなど、要配慮者の状態に応じて安心して生活で

きる体制を整備した福祉避難所を指定する。特に、医療的ケアを必要とする者

に対しては、人工呼吸器や吸引器等の医療機器の電源の確保等の必要な配慮に

努める。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画の修正を踏まえた修

正（北海道地域防災計画に整合） 

４９ 

 

 

 

５１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５２ 

第７節 避難行動要支援者等の要配慮者に関する計画 

（略） 

第１ 安全対策 

（略） 

１ 市の対策 

（略） 

（11）福祉避難所の指定 

市は、老人福祉施設、障がい者支援施設等の施設、保健センター等の施設や

指定一般避難所の一部のスペースを活用し、一般の避難スペースでは生活する

ことが困難な障がい者等の要配慮者が、避難所での生活において特別な配慮が

受けられるなど、要配慮者の状態に応じて安心して生活できる体制を整備した

福祉避難所を指定する。 

 

 

（略） 

第２ 外国人に対する対策 

市は、言語・生活習慣・防災意識の異なる外国人を要配慮者として位置付け、災害時

に迅速かつ的確な行動がとれるよう、次のような条件・環境づくりに努めるとともに、

在留管理制度における手続等様々な機会をとらえて防災対策についての周知を図る。 

（略） 

第７節 避難行動要支援者等の要配慮者に関する計画 

（略） 

第１ 安全対策 

（略） 

１ 市の対策 

（略） 

（11）福祉避難所の指定 

市は、老人福祉施設、障がい者支援施設等の施設、保健センター等の施設や

指定一般避難所の一部のスペースを活用し、一般の避難スペースでは生活する

ことが困難な障がい者、医療的ケアを必要とする者等の要配慮者が、避難所で

の生活において特別な配慮が受けられるなど、要配慮者の状態に応じて安心し

て生活できる体制を整備した福祉避難所を指定する。特に、医療的ケアを必要

とする者に対しては、人工呼吸器や吸引器等の医療機器の電源の確保等の必要

な配慮に努める。 

（略） 

第２ 外国人に対する対策 

市は、言語・生活習慣・防災意識の異なる外国人を要配慮者として位置付け、災害時

に迅速かつ的確な行動がとれるよう、次のような条件・環境づくりに努めるとともに、

様々な機会をとらえて防災対策についての周知を図る。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画の修正を踏まえた修

正（北海道地域防災計画に整合） 
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北広島市地域防災計画（一般災害対策編）新旧対照表 

頁 修   正   前 修   正   後 理   由 

５５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５６ 

 

第 10 節 消防計画 

消防の任務は、その施設及び人員を活用して、市民の生命、身体及び財産を火災か

ら保護するとともに、水火災又は地震等の災害を防除し、及びこれらの災害による被

害を軽減するほか、災害等による傷病者の搬送を適切に行うことにある。 

 

第１ 消防体制の整備 

１ 北広島市消防計画整備方針 

市は、消防の任務を遂行するため、市域の防災計画の内容を踏まえ、各種災害

に対し、効果的な消防活動を行えるよう市消防計画の一層の充実を図る。 

２ 消防計画の作成 

市は、１の方針により火災予防及び火災防御を中核として、これに火災以外の

災害の防除及び発生による被害を軽減するための事項等を含めた業務全体に係る

消防計画を作成する。 

３ 消防の対応力の強化 

市は、複雑多様化、高度化する消防業務に対応できる体制を確立するため、消

防の対応力強化に向けて消防業務の高度化を推進する。 

 

（略） 

 

第５ 北広島市消防計画 

被害軽減に寄与するための必要な事項については、別に定める「北広島市消防計画」

による。 

なお、消防組織及び消防施設の現況については、資料３－１・３－２のとおりであ

る。 

 

資料編〔消 防〕  ・消防組織（資料３－１） 

           ・消防施設の現況（資料３－２） 

 

（略） 

 

資料編〔災害危険箇所〕・危険物製造所等地区別設置数（資料４－４） 

           ・危険物屋外タンク貯蔵所所在一覧（資料４－５） 
 

第 10 節 消防計画 

消防の任務は、火災から市民の生命、身体及び財産を保護し、水火災又は地震等に

よる被害の軽減を図るものであり、これらを遂行するための必要な措置等については、

本計画の定めるところによる。 

 

第１ 消防の対応力の強化 

市は、複雑多様化、高度化する消防業務に対応できる体制を確立するため、消防の

対応力強化に向けて消防業務の高度化を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

第５ 北広島市警防規程 

災害等への対応並びに被害の軽減を図るために必要な事項については、別に定める

「北広島市警防規程」による。 

 

 

 

資料編〔消 防〕  （削除） 

           ・消防施設の現況（資料３－１） 

 

（略） 

 

資料編〔災害危険箇所〕・危険物製造所等地区別設置数（資料４－４） 

           （削除） 
 

 

 文言の修正（北広島市消防） 

 

 

 

 

 「北広島市消防計画」について、

従前の「北広島市警防規程」と重

複する内容が多数あったことか

ら、今回全部改正した「北広島市

警防規程（R5.4.1 施行）」において

規定内容を統合し、「北広島市消防

計画」は廃止するため。（北広島市

消防） 

 

 

 

 

 

 

文言の修正及び「北広島市消防計

画」を廃止するため。（北広島市消

防） 

 

 消防組織については、周知の事

項であるため削除（北広島市消防） 

 

 

 

 危険物貯蔵所在地を一般に公表

することは、保安上適当でないた

め削除（北広島市） 
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北広島市地域防災計画（一般災害対策編）新旧対照表 

頁 修   正   前 修   正   後 理   由 

 

６０ 

 

第１３節 雪害予防計画 

 第１ 市の体制 

市は、雪害対策を積極的に実施するため、「北海道雪害対策実施要綱」に準じ、所

要の対策を講じるとともに、特に次の事項につき十分留意する。 

１ 雪害対策の体制及び窓口を明確にすること。 

２ 雪害情報の連絡体制を確立すること。 

３ 災害警戒区域等の警戒体制を擁立すること。 

４ 積雪における消防体制を確立すること。 

５ 雪害時に適切な避難指示ができるようにしておくこと。 

６ 雪害発生時における避難、救出、給水、食料、燃料等の供給及び防疫等の応

急措置の体制を整えること。 

 

７ 孤立予想地域に対しては、次の対策を講ずること。 

（１）食料・燃料等の供給対策 

（２）医療助産対策 

（３）応急教育対策 

８ 除雪機械、通信施設の整備点検を行うこと。 

９ 雪捨場の設定にあたっては、交通障害や溢水災害等に十分配慮し設定するこ

と。 

第１３節 雪害予防計画 

 第１ 市の体制 

市は、雪害対策を積極的に実施するため、「北海道雪害対策実施要綱」に準じ、所

要の対策を講じるとともに、特に次の事項につき十分留意する。 

１ 雪害対策の体制及び窓口を明確にすること。 

２ 雪害情報の連絡体制を確立すること。 

３ 災害警戒区域等の警戒体制を擁立すること。 

４ 積雪における消防体制を確立すること。 

５ 雪害時に適切な避難指示ができるようにしておくこと。 

６ 雪害発生時における避難、救出、給水、食料、燃料等の供給及び防疫等の応

急措置の体制を整えること。 

７ 要配慮者世帯の安否確認や除雪支援の体制を整えること。 

８ 孤立予想地域に対しては、次の対策を講ずること。 

（１）食料・燃料等の供給対策 

（２）医療助産対策 

（３）応急教育対策 

９ 除雪機械、通信施設の整備点検を行うこと。 

10 雪捨場の設定にあたっては、交通障害や溢水災害等に十分配慮し設定するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雪害時における要配慮者世帯の安

否確認等について記載を追加 

（北海道地域防災計画に整合） 

 

６４ 
第１５節 土砂災害予防計画 

土砂災害の予防については、本計画の定めるところによる。 

 

第１ 現況 

市内には、北海道が国の点検要領に基づき調査を実施し公表している土砂災害危険

箇所が５７箇所あり、そのうち北海道が指定している土砂災害警戒（特別警戒）区域

が５２（３７）箇所ある。 

 

 

（略） 

２ 土砂災害警戒（特別警戒）区域数（資料４－３、１３－３） 

図表 土砂災害警戒（特別警戒）区域数 

土砂災害形態区分 警戒区域箇所数 特別警戒区域箇所数 

急傾斜地の崩壊 ２６箇所 ２５箇所 

土石流 ２６箇所 １２箇所 
 

第１５節 土砂災害予防計画 

土砂災害の予防については、本計画の定めるところによる。 

 

第１ 現況 

市内には、北海道が当時の建設省の通達に基づき調査を行った土砂災害危険箇所並

びに土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12 年５

月８日法律第 57 号。以下「土砂災害防止法」という。）に基づく土砂災害危険箇所が

５７箇所あり、そのうち北海道が指定している土砂災害警戒（特別警戒）区域が５１

（３７）箇所ある。 

（略） 

２ 土砂災害警戒（特別警戒）区域数（資料４－３、１３－３） 

図表 土砂災害警戒（特別警戒）区域数 

土砂災害形態区分 警戒区域箇所数 特別警戒区域箇所数 

急傾斜地の崩壊 ２５箇所 ２５箇所 

土石流 ２６箇所 １２箇所 
 

 

 

 

 

土砂災害危険箇所に関する説明を

追加（北海道地域防災計画に整合） 

 

誤記の訂正（北広島市） 

 

 

 

 

 

誤記の訂正（北広島市） 
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北広島市地域防災計画（一般災害対策編）新旧対照表 

頁 修   正   前 修   正   後 理   由 

 

 

７７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７８ 

 

 

第５章 災害応急対策計画 
（略） 

第２節 災害通信計画 

（略） 

第２ 電話及び電報の優先利用並びに通信途絶時等における措置等 

（略） 

２ 電報による通信 

（略） 

（４）電気通信事業法及び東日本電信電話（株）の契約約款に定める電報内容、機関

等 

ア 非常扱いの電報は、次の事項を内容とする電報を次の機関において発信し、

又は配達を受ける場合に限り取り扱う。 

電 報 の 内 容 機 関 等 

１ 気象、水象、地象若しくは地動の観測の報告

又は警報に関する事項  (1) 気象機関相互間 

（略） （略） 

イ 緊急扱いの電報は、次の事項を内容とする電報を次の機関等において発信

し、又は配達を受ける場合に限り取り扱う。 

電 報 の 内 容 機 関 等 

１ 気象、水象、地象若しくは地動の観測の報告

又は警報に関する事項であって、緊急を要す

るもの 

 (1) 気象機関相互間 

２ 火災、集団的疫病、交通機関の重大な事故そ

の他人命の安全に係る事態が発生し、又は発

生するおそれがある場合において、その予防、

救援、復旧等に関し、緊急を要する事項 

 (1) 非常扱いの電報を取り扱う機関相互間

（前項の表中８欄に掲げるものを除く。） 

 (2) 緊急事態が発生し、又は発生するおそれ

があることを知った者と(1)の機関との間 

３ 治安の維持のため緊急を要する事項  (1) 警察機関相互間 

 (2) 犯罪が発生し、又は発生するおそれがあ

ることを知った者と警察機関との間 

４ 天災、事変その他の災害に際しての災害状

況の報道を内容とするもの 

 新聞社、放送事業者又は通信社の機関相互間 

５ 水道、ガス等の国民の日常生活に必要不可

欠な役務の提供その他生活基盤を維持するた

め緊急を要する事項 

 (1) 水道・ガスの供給の確保に直接関係があ

る機関相互間 

 (2) ガスの供給の確保に直接関係がある機

関相互間預貯金業務を行う金融機関相互

間 

 (3) 預貯金業務を行う金融機関相互間 

(4) 国又は地方公共団体（上記アの表及び本

表の１～４(2)に掲げるものを除く）相互間 
 

第５章 災害応急対策計画 
（略） 

第２節 災害通信計画 

（略） 

第２ 電話及び電報の優先利用並びに通信途絶時等における措置等 

（略） 

２ 電報による通信 

（略） 

（４）電気通信事業法及び東日本電信電話（株）の契約約款に定める電報内容、機関

等 

ア 非常扱いの電報は、次の事項を内容とする電報を次の機関において発信し、

又は配達を受ける場合に限り取り扱う。 

電 報 の 内 容 機 関 等 

１ 気象、水象、地象若しくは地動の観測の報告

又は警報に関する事項であって緊急を要するも

の 
 (1) 気象機関相互間 

（略） （略） 

イ 緊急扱いの電報は、次の事項を内容とする電報を次の機関等において発信

し、又は配達を受ける場合に限り取り扱う。 

電 報 の 内 容 機 関 等 

１ 火災、集団的疫病、交通機関の重大な事故そ

の他人命の安全に係る事態が発生し、又は発

生するおそれがある場合において、その予防、

救助、復旧等に関し、緊急を要する事項 

 (1) 非常扱いの電報を取り扱う機関相互間

（前項の表中８欄に掲げるものを除く。） 

 (2) 緊急事態が発生し、又は発生するおそれ

があることを知った者と(1)の機関との間 

２ 治安の維持のため緊急を要する事項  (1) 警察機関相互間 

 (2) 犯罪が発生し、又は発生するおそれがあ

ることを知った者と警察機関との間 

３ 天災、事変その他の災害に際しての災害状

況の報道を内容とするもの 

 新聞社、放送事業者又は通信社の機関相互間 

４ 水道、ガス等の国民の日常生活に必要不可

欠な役務の提供その他生活基盤を維持するた

め緊急を要する事項 

 (1) 水道・ガスの供給の確保に直接関係があ

る機関相互間 

 (2) 預貯金業務を行う金融機関相互間 

 (3) 国又は地方公共団体（上記アの表及び本

表の１～４(2)に掲げるものを除く）相互間 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＴＴ東日本が定めるサ

ービス約款と整合を図る

ための修正（ＮＴＴ東日

本） 
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北広島市地域防災計画（一般災害対策編）新旧対照表 

頁 修   正   前 修   正   後 理   由 

８１ 

 

８３ 

 

第３節 災害広報・情報提供計画 

（略） 

第２ 安否情報の提供 

（略） 

２ 安否情報を回答するに当たっての市又は道の対応 

（略） 

 

第３節 災害広報・情報提供計画 

（略） 

第２ 安否情報の提供 

（略） 

２ 安否情報を回答するに当たっての市又は道の対応 

（略） 

３ 災害時の氏名等の公表 

（１）市 

市は、要救助者の迅速な把握のため、安否不明者についても、関係機関の協

力を得て、積極的に情報収集を行う。 

（２）道 

道は、道民の安全・安心の確保に資するため、氏名等の公表が救出・救助活

動に資する場合に、別に定める「災害時の氏名等の公表取扱方針」に従い、災

害時の氏名等の公表について対応するものとする。 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画の修正を踏まえ、災

害時の氏名等の公表については道

の「災害時の氏名等の公表取扱方

針」に従うことを明記（北海港地

域防災計画に整合） 

８５ 

 

８６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９１ 

 

 

 

９２ 

第４節 避難対策計画 

（略） 

第２ 避難措置における連絡、助言、協力及び援助 

（略） 

２ 助言 

市は、避難のための立退き又は緊急安全確保措置の指示を行うに際して、必要

があると認めるときは、災害対応の多くの専門的知見等を有している札幌管区気

象台及び地方気象台、河川管理者等、国や道の関係機関から、災害に関する情報

等の必要な助言を求めることができる。 

市は、避難指示等を行う際に必要な助言を求めることができるよう、国や道の

関係機関との間でホットラインを構築するなど、災害発生時における連絡体制を

整備するよう努める。 

 

 

（略） 

第８ 避難場所 

（略） 

３ 指定避難所の開設 

（略） 

第４節 避難対策計画 

（略） 

第２ 避難措置における連絡、助言、協力及び援助 

（略） 

２ 助言 

市は、避難のための立退き又は緊急安全確保措置の指示を行うに際して、必要

があると認めるときは、災害対応の多くの専門的知見等を有している札幌管区気

象台及び地方気象台、河川管理者等、国や道の関係機関から、災害に関する情報

等の必要な助言を求めることができる。 

市は、避難指示等を行う際に必要な助言を求めることができるよう、国や道の

関係機関との間でホットラインを構築するなど、災害発生時における連絡体制を

整備するよう努める。 

さらに、市は、避難指示等の発令に当たり、必要に応じて気象防災アドバイザ

ー等の専門家の技術的な助言等を活用し、適切に判断を行う。 

（略） 

第８ 避難場所 

（略） 

３ 指定避難所の開設 

（略） 

（８）市は、避難所を開設した場合に関係機関等による支援が円滑に講じられるよ

う、避難所の開設状況等を適切に道に報告し、道は、その情報を国に共有する

よう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画の修正を踏まえた修

正（北海道地域防災計画に整合） 

 

 

 

 

防災基本計画の修正を踏まえた修

正（北海道地域防災計画に整合） 



13 

 

北広島市地域防災計画（一般災害対策編）新旧対照表 

頁 修   正   前 修   正   後 理   由 

９２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９４ 

 

４ 指定避難所の運営 

指定避難所の運営は、関係機関の協力のもと市が適切に行う。 

また、指定避難所の運営に関して町内会や自主防災組織及びボランティア団体

等の協力を得る。 

 

 

 

 

 

 

（略） 

（８）市は、指定避難所における生活環境に注意を払い、常に良好なものとするよ

う実態とニーズ把握に努める。そのため、食事供与の状況、トイレの設置状況

等の把握に努め、必要な対策を講じる。その際、指定避難所の良好な生活環境

の継続的な確保のために、道や医療・保険関係者等と連携して、段ボールベッ

ドの早期導入や、衛生面において優れたコンテナ型のトイレの配備等の支援を

行うとともに、専門家、ＮＰＯ、ボランティア等との定期的な情報交換に努め

る。また、避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保状況、入浴施設

設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師や看護師等による巡回の頻度、

暑さ・寒さ対策の必要性、し尿・ごみの処理の状況など、避難者の健康状態や

避難所の衛生状態の把握に努め、必要な措置を講じるよう努める。 

（略） 

 

 

 

 

（14）市は、車中泊による避難を受け入れる場合は、（略） 

（15）市は、避難所における食事については、（略） 

（16）市は、被災地において感染症の発生、拡大がみられる場合は、（略） 

（17）市は、指定避難所における感染症対策のため、（略） 

（18）避難者において感染症が発生又はその疑いがある場合の対応について（略） 

４ 指定避難所の運営管理等 

指定避難所の運営管理は、関係機関の協力のもと市が適切に行う。 

この際、指定避難所における情報の伝達、食料、水等の配布、清掃等について

は、避難者、住民、自主防災組織、町内会、自治会及び避難所運営について専門

性を有したＮＰＯ・ボランティア等の外部支援者等の協力が得られるように努め

るとともに、必要に応じ、他の市町村やボランティア団体等に対して協力を求め

る。 

また、市は、指定避難所の運営に関し、役割分担を明確化し、被災者に過度の

負担がかからないよう配慮しつつ、被災者が相互に助け合う自治的な組織が主体

的に関与する運営に早期に移行できるよう、その立ち上げを支援する。 

（略） 

（８）市は、指定避難所における生活環境に注意を払い、常に良好なものとするよ

う実態とニーズ把握に努める。そのため、食事供与の状況、トイレの設置状況

等の把握に努め、必要な対策を講じる。その際、指定避難所の良好な生活環境

の継続的な確保のために、道や医療・保険関係者等と連携して、段ボールベッ

ドの早期導入や、衛生面において優れたコンテナ型のトイレの配備等の支援を

行うとともに、専門家、ＮＰＯ、ボランティア等との定期的な情報交換に努め

る。また、避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保状況、入浴施設

設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師や看護師等による巡回の頻度、

暑さ・寒さ対策の必要性、し尿・ごみの処理の状況など、避難者の健康状態や

避難所の衛生状態の把握に努め、必要な措置を講じるよう努める。 

（略） 

（14）市は、災害の規模等にかんがみて、必要に応じ避難者の健全な住生活の早期

確保のために、応急仮設住宅の迅速な提供、公営住宅及び秋や等利用可能な既

存住宅のあっせん及び活用等により、指定避難所の早期解消に努めることを基

本とする。 

（15）市は、車中泊による避難を受け入れる場合は、（略） 

（16）市は、避難所における食事については、（略） 

（17）市は、被災地において感染症の発生、拡大がみられる場合は、（略） 

（18）市は、指定避難所における感染症対策のため、（略） 

（19）避難者において感染症が発生又はその疑いがある場合の対応について（略） 

 

 

防災基本計画の修正を踏まえた修

正（北海道地域防災計画に整合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画の修正を踏まえた修

正（北海道地域防災計画に整合） 

 

 

 

 

 

防災基本計画の修正を踏まえた修

正（北海道地域防災計画に整合） 

150 第２４節 住宅対策計画 

（略） 

第２ 実施の方法 

１ 指定避難所 

市長は、災害により住家が被害を受け居住の場所を失った者を収容保護（略） 

第２４節 住宅対策計画 

（略） 

第２ 実施の方法 

１ 指定避難所 

市長は、災害により住家が被害を受け居住の場所を失った者を収容保護（略） 
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北広島市地域防災計画（一般災害対策編）新旧対照表 

頁 修   正   前 修   正   後 理   由 

150 

 

 

 

 

151 

 

３ 応急仮設住宅 

（１）入居対象者 

原則として、住宅が全壊、全焼又は流出し、居住する住家がない者であって、

自らの資力では住宅を確保できない者とする。 

（略） 

（６）規模、構造、存続期間及び費用 

ア 応急仮設住宅は、原則として軽量鉄骨組立方式又は木造により、２～６戸の

連続建て又は共同建てとし、北海道の気候に適した仕様とする。ただし、被害

の程度その他必要と認めた場合は、一戸建てにより実施する。 

（略） 

５ 住宅の応急修理 

（１）対象者 

ア 住宅が半壊、半焼し、又はこれらに準ずる程度の損傷を受け、自らの資力で

は応急修理をすることができない者 

イ 大規模な補修を行わなければ居住することが困難である程度に住家が半

壊した者 

３ 応急仮設住宅 

（１）入居対象者 

原則として、住宅が全壊、全焼又は流出し、居住する住宅がない者であって、

自らの資力では住宅を確保できない者とする。 

（略） 

（６）規模、構造、存続期間及び費用 

ア 建設型応急住宅は、原則として軽量鉄骨組立方式又は木造により、２～６戸

の連続建て又は共同建てとし、北海道の気候に適した仕様とする。ただし、被

害の程度その他必要と認めた場合は、一戸建てにより実施する。 

（略） 

５ 住宅の応急修理 

（１）対象者 

ア 住宅が半壊、半焼し、又はこれらに準ずる程度の損傷を受け、自らの資力で

は応急修理をすることができない者 

イ 大規模な補修を行わなければ居住することが困難である程度に住宅が半

壊した者 

 

 

文言の修正（北海道地域防災計画

に整合） 

 

 

文言の修正（北海道地域防災計画

に整合） 

 

 

 

 

 

文言の修正（北海道地域防災計画

に整合） 

 

173 

第３５節 防災拠点計画 

（略） 

第１ 広域避難にも対応した地域防災拠点(予定) 

ボールパーク開業後において、北海道ボールパークＦビレッジを地域住民や来場者

等への災害対応に備えた地域防災拠点とし、エスコンフィールドＨＯＫＫＡＩＤＯ（新

球場）を観光客、帰宅困難者等の一時避難に対応できる広域避難場所に指定する。 

なお、地域防災拠点における災害時の機能に関する活用方策に関して、下記事項

に基づき、検討することとする。 

 

１ 災害時の機能に関する検討事項 

（１）エスコンフィールドＨＯＫＫＡＩＤＯ（新球場）における一時避難者の収容 

（２）北海道ボールパークＦビレッジ防災備蓄倉庫の運用 

（３）その他必要と認める事項 

 

第３５節 防災拠点計画 

（略） 

１ 広域一時滞在にも対応した地域防災拠点 

北海道ボールパークＦビレッジを来場者等への災害対応に備えた地域防災拠

点とし、エスコンフィールドＨＯＫＫＡＩＤＯを観客、観光客等の一時滞在に

対応できる広域避難場所（注）とするとともに、北海道が主体となり、北海道

ボールパークＦビレッジ防災備蓄倉庫を運用する。 

この際、地域防災拠点における災害時の機能に関して、施設管理者や関係機

関と連携しながら活用を図る。 

 

（注）広域避難場所：北広島市内外から来場した観客・観光客等が、安全を

確保するために一時的に滞在する場所 

 

 

 

北海道ボールパーク F ビレッジが

開業したことに伴い、これまで予

定としていた事項を決定事項に修

正（北広島市） 

 

 

 

 

用語の定義について明確化（北広

島市） 
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北広島市地域防災計画（地震災害対策編）新旧対照表 

頁 修   正   前 修   正   後 理   由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１９ 

 

 

 

 

 

 

 

２１ 

第３章 災害応急対策計画 
（略） 

第２節 地震情報の伝達計画 

地震情報を迅速かつ的確に伝達するための計画は、次のとおりである。 

第 1 緊急地震速報 

１ 緊急地震速報の発表等 

気象庁は、最大震度５弱以上の揺れが予想された場合に、震度４以上の揺れが

予想された地域に対し、緊急地震速報（警報）を発表する。 

なお、震度が６弱以上の揺れを予想した緊急地震速報（警報）は、地震動特別

警報に位置づけられる。 

注） 緊急地震速報（警報）は、地震発生直後に震源に近い観測点で観測された

地震波を解析することにより、地震による強い揺れが来る前に、これから強

い揺れが来ることを知らせる警報である。このため、震源付近では、強い揺

れの到達に間に合わない場合がある。 

 

 

（略） 

第２ 地震に関する情報の種類と内容 

１ 地震に関する情報 

（略） 

（２）地震に関する情報の種類及び内容 

図表 地震に関する情報 

情報の種類 発表基準 発表内容 

略 略 略 

遠地地震に 
関する情報 

国外で発生した地震について以
下のいずれかを満たした場合等 
・マグニチュード7.0以上 
・都市部など著しい被害が発生
する可能性がある地域で規模
の大きな地震を観測した場合 

地震の発生時刻、発生場所（震
源）及びその規模（マグニチュー
ド）を概ね30分以内に発表 
日本や国外への津波の影響に関
しても記述して発表 

その他の情報 
・顕著な地震の震源要素を更新
した場合や地震が多発した場合
など 

顕著な地震の震源要素更新のお
知らせや地震が多発した場合の
震度１以上を観測した地震回数
情報等を発表 

略 略 略 
 

第３章 災害応急対策計画 
（略） 

第２節 地震情報の伝達計画 

地震情報を迅速かつ的確に伝達するための計画は、次のとおりである。 

第 1 緊急地震速報 

１ 緊急地震速報の発表等 

気象庁は、最大震度５弱以上の揺れが予想された場合に、震度４以上の揺れが

予想された地域に対し、緊急地震速報（警報）を発表する。 

なお、震度が６弱以上の揺れを予想した緊急地震速報（警報）は、地震動特別

警報に位置づけられる。 

注） 緊急地震速報（警報）は、地震発生直後に震源に近い観測点で観測された

地震波を解析することにより、地震による強い揺れが来る前に、これから強

い揺れが来ることを知らせる警報である。解析や伝達に一定の時間（数秒程

度）がかかるため、内陸の浅い場所で地震が発生した場合などにおいて、震

源に近い場所への緊急地震速報の提供が、強い揺れの到達に原理的に間に合

わない。 

（略） 

第２ 地震に関する情報の種類と内容 

１ 地震に関する情報 

（略） 

（２）地震に関する情報の種類及び内容 

図表 地震に関する情報 

情報の種類 発表基準 発表内容 

略 略 略 

遠地地震に 
関する情報 

国外で発生した地震について以
下のいずれかを満たした場合等 
・マグニチュード7.0以上 
・都市部など著しい被害が発生
する可能性がある地域で規模
の大きな地震を観測した場合 

地震の発生時刻、発生場所（震
源）及びその規模（マグニチュー
ド）を概ね30分以内に発表 
日本や国外への津波の影響に関
しても記述して発表 

長周期地震動に 
関する観測情報 

・震度３以上 

高層ビル内での被害の発生可能
性等について、地震の発生場所
（震源）や、その規模（マグニ
チュード）、地域ごと及び地点
ごとの長周期地震動階級等を発
表（地震発生から約20分～30分
後に気象庁のホームページ上に
掲載） 

その他の情報 
・顕著な地震の震源要素を更新
した場合や地震が多発した場合
など 

顕著な地震の震源要素更新のお
知らせや地震が多発した場合の
震度１以上を観測した地震回数
情報等を発表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化のための修正 

（北海道地域防災計画に整合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

欠落していた「長周期地震動に関

する観測情報」を追記（北広島市） 
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